
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

2 6 . 1 .  1

2 5 . 3 . 3 1

増 減 率

56,250 人
人
％

59,802
-5.9 56,305 人 人

56,835

-0.9 ％

２２年国調区 分

2,528
9.9

第１次

第２次
7,268
28.4

産 業 構 造

１７年国調

15.5
4,594

8,439
28.5

第３次
15,817

61.8
16,548
55.8

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

4,881,387

12,965 0.0

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

372.01
151

12,965 0.1
21,364 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2121

常陸太田市

市 町 村 類 型 Ⅱ－１

地方交付税種地 2 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

5,456,519 20.9 5,295,128 34.6
330,698 1.3 330,698 2.2

21,364 0.1
35,531 0.1

423,104 1.6 423,104 2.8
95,121 0.4 95,121 0.6

- - - -
78,643 0.3 78,643 0.5

- - - -
17,240 0.1 17,240 0.1

10,434,934 40.0 8,908,724 58.3
8,908,724 34.1 8,908,724 58.3
1,281,551 4.9 - -

16,906,119 64.7 15,218,518 99.5
7,348 0.0 7,348 0.0
71,038 0.3 - -

406,385 1.6 15,585 0.1
193,589 0.7 - -

3,016,545 11.6 - -
- - - -

1,203,760 4.6 - -
167,607 0.6 43,732 0.3

3,480 0.0 - -
117,308 0.4 - -
991,549 3.8 - -
567,088 2.2 4,160 0.0

2,464,500 9.4 - -

26,116,316 100.0 15,289,343 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

5,276,596

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

5,276,596 96.7 32,189

96.7 32,189
2,665,008 48.8 32,189

78,783 1.4 -
2,387,749 43.8 -

-

74,888 1.4

-

-
123,588

-

2.3 32,189

-

2,169,902 39.8

-

2,144,986 39.3

-

134,457 2.5
306,956 5.6

273

-
-

0.0

-目 的 税

-
-

-

-

179,923 3.3

179,923 3.3
18,532 0.3 -

- - -
161,391 3.0 -

32,189

指 定 団 体 等

人

56,172

低 開 発

旧 産 炭

山 振

35,531

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

56,693

×

×

○

0.2

○

-0.9

○

×

×

％

-

人

○

×

区　　　　分 平成 2 5年度 (千円 ) 平成 2 4年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

26,116,316 25,961,975
25,134,485 24,970,426

981,831 991,549
157,799 456,886
824,032 534,663
289,369 -163,157
273,583 383,608
156,230 -

- -
719,182 220,451

平成２５年度

一

般

職

員

等

区　　　分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

509 1,649,669 3,241

41 122,344 2,984

30 91,740 3,058

87 281,445 3,235

- - -

539 1,741,409 3,231

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 26.04.01 8,407

副市区町村長 1 26.04.01 6,697

区 分

３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
４．住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

教 育 長 1 26.04.01 6,317

議 会 議 長 1 10.04.01 4,600

議 会 副 議 長 1 10.04.01 4,150

議 会 議 員 20 10.04.01 3,950

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 4,823,251 19.2 4,617,611 4,582,447 29.1
う ち 職 員 給 3,078,047 12.2 2,897,577 - -

扶 助 費 3,024,742 12.0 1,060,502 1,060,502 6.7
公 債 費 3,307,813 13.2 3,185,546 3,029,316 19.2

元 利
償 還 金

12.0 2,904,829 2,748,599 17.5
286,757

一 時 借 入 金 利 子 - - - - -
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

11,155,806 44.4 8,863,659 8,672,265 55.1
3,376,878 13.4 2,393,313 2,149,792 13.7

維 持 補 修 費 365,424 1.5 327,554 327,554 2.1
補 助 費 等 1,192,592 4.7 862,094 545,179 3.5

うち一部事務組合負担金 12,493 0.0 12,493 12,493 0.1
繰 出 金 3,194,348 12.7 2,972,096 2,340,144 14.9
積 立 金 977,651 3.9 941,172 - -
投資・出資金・貸付金 741,652 3.0 30,996 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

4,130,134 16.4投 資 的 経 費 1,390,597
70,000 0.3う ち 人 件 費 70,000

3,869,852 15.4普 通 建 設 事 業 費 1,232,465
7.7

震災復興特別交付税

1,862,833 7.4 1,199,655
災 害 復 旧 事 業 費

1,941,272 29,933

260,282 1.0 158,132
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

25,134,485 100.0 17,781,481

内
訳

経常経費充当一般財源等計

89.2

千 円

経  常  収  支  比  率

18,763,312

％ ％

17.0

(減収補塡債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成24年度(千円)

16.9

11,994,886

うち減収補塡債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

233,177

構成比

0.9

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

233,177
総 務 費 3,693,736 14.7 247,685 3,177,097
民 生 費 6,347,143 25.3 34,858 3,763,982

2,230,353衛 生 費 8.9 240,820 1,292,639
労 働 費 28,375 0.1 - 19,011
農 林 水 産 業 費 874,794 3.5 99,721 693,063
商 工 費 612,553 2.4 134,607 392,861
土 木 費 2,823,881 11.2 1,412,306 1,806,222
消 防 費 1,104,310 4.4 309,830 807,719
教 育 費 3,617,501 14.4 1,390,025 2,251,465
災 害 復 旧 費 260,282 1.0 - 158,132
公 債 費 3,308,380 13.2 - 3,186,113
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

6,203,337

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 25,134,485 100.0 3,869,852 17,781,481

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

上 水 道

簡 易 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

4,006,964

990,507

717,934

120,308

40,817

489,256

1,648,142

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 410,712

再 差 引 収 支 356,848

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 8,449

被 保 険 者 数 ( 人 ) 14,742

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 82

国 庫 支 出 金 95

保 険 給 付 費 259

区　　　分 平成25年度(千円)

16,359,322

基 準 財 政 収 入 額 4,926,900
基 準 財 政 需 要 額 11,882,235
標 準 税 収 入 額 等 6,272,221
標 準 財 政 規 模 16,267,362
財 政 力 指 数 0.41
実 質 収 支 比 率 5.1
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 4,746,935
減  債 5,536,224
特 定 目 的 4,310,153

地 方 債 現 在 高 22,382,354

244,659 0.9
(

支
出
予
定
額)

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 1,335,702
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 576,914
徴
収
率

現
年

計
98.2 94.5
98.5 95.3
97.7 92.9

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[

・]{

0.41

債
務
負
担
行
為
額

11

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
450,000 1.7 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

5,456,519

- -

100.0

3.3

-

7.1

- 7.3

4,473,352
4,844,759
4,359,761

22,938,910

-

の 指 定 状 況

8.2実質公債費比率(％)

392,450
-

428,771
-

-
576,169

98.0 87.5
98.4 95.3
97.3 78.3

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

14,034,934

91.8

旧 新 産

旧 工 特

利 子{ 3,021,056
1.1 280,717 280,717 1.8


